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一　般　会　計　予　算





議案第１号別紙 

 

 

令和２年度 小千谷市一般会計予算 

 

 令和２年度小千谷市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７，９２０，０００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」

による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１，６００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
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 第 ２ 表　債務負担行為
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令和２年度から
令和７年度まで

令和２年度から
令和５年度まで

811

教 職 員 用 機 械 器 具 借 上
（ 令 和 ２ 年 度 分 ）

85,856

事 務 業 務 用 機 械 器 具 借 上
（ 令 和 ２ 年 度 分 ）

令和２年度から
令和７年度まで

34,331

単位：千円

人 事 給 与 シ ス テ ム 借 上

期　　　間 限　度　額事　　　　　　　　　　項

事 務 業 務 用 機 械 器 具 借 上
（ 令 和 ２ 年 度 分 ）

令和２年度から
令和６年度まで

13,274



 第 ３ 表　地 方 債

起債の方法 利　　率

地域拠点施設整備事業 2,000

児童福祉施設整備事業 2,600

一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 100,800

農 業 基 盤 整 備 事 業 73,600

道路橋りょう整備事業 261,400

河 川 整 備 事 業 43,700

急傾斜地崩壊防止事業 9,900

都 市 計 画 事 業 334,600

消防防災施設整備事業 163,300

特別支援学校整備事業 31,700

災 害 復 旧 事 業 29,800

臨 時 財 政 対 策 債 458,000

災 害 援 護 資 金 貸 付 金 3,500 普 通 貸 付 無 利 子

計 1,514,900

政府資金については、
その融資条件による。
銀行その他の場合は、
その債権者と協定する
ところによる。ただ
し、市の財政その他の
都合により、据置期間
及び償還期間を短縮
し、若しくは繰上償還
又は低利に借換えする
ことができる。

単位：千円

借入の日から据え置き
を含めて11年以内に償
還する。その融資条件
は、国の定めた基準内
とする。ただし、市の
財政その他の都合によ
り、据置期間及び償還
期間を短縮し、又は繰
上償還することができ
る。

起　債　の　目　的 限　度　額 償　還　の　方　法

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

年３.０％以内

ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金 に つ い て
は、利率の見
直しを行った
後においては
当該見直し後
の 利 率 と す
る。
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１　特 別 職

単位：千円

期末手当

（年間支給
率　月分）

8,067

(3.40)

19,597

(3.40)

その他の

特 別 職

7,949

(3.35)

19,201

(3.35)

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職
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本
　
　
年
　
　
度

長 等

議 員

計

3

16

1,350

1,369 24,756

60,144

62,081

122,225 4,141

37,231

79,741

62,081

179,053

4,14124,756

合　計 備考
職員数

（人）
報　酬 給　料

その他
の手当

計

給　与　費　明　細　書

区　　分
寒冷地
手　当

給　　　　与　　　　費

共済費

27,664

267

267 27,805

43,757

101,020

62,081

206,858

6,526

21,279

24,756 267 102 33,074

前
　
　
年
　
　
度

長 等 3

計 2,196 214,020

議 員

2,177 154,212

16 59,808 22,17179,009

154,212 13,344

101,180

167,556

6,638 39,712

比
　
　
　
　
　
較

長 等

議 員

計 △ 827 △ 91,795

118

336

△ 827 △ 92,131

4,045

△ 14,348

102 266,295 42,153 308,448

4,039 4,157 △ 112

732

24,756 27,150 267

△ 101,590514 4,039 △ 87,242

△ 160396

△ 92,131 △ 13,344 △ 105,475

△ 892



(1) 会計年度任用職員以外の職員

ア　総　括

380
(6)
371
(5)

9
(1)

 ※1.（　）内は短時間勤務職員数を外書きしたものです
 ※2.職員手当に児童手当は含まれません

区 分 扶 養 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

夜 間 勤 務
手 当

本 年 度 41,858 552 658 74,794 6,980

前 年 度 42,682 552 558 101,095 6,980

比 較 △ 824 100 △ 26,301

区 分
管理職員特
別勤務手当

期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 退 職 手 当

本 年 度 623 300,827 214,710 26,628 154,758

前 年 度 875 301,778 208,014 26,878 211,228

比 較 △ 252 △ 951 6,696 △ 250 △ 56,470

(2) 会計年度任用職員

　総　括

542,890 633,904
(62,738) (62,738)

542,890 633,904
(62,738) (62,738)

 ※（　）内は日々雇用職員分を外書きしたものです

単位：千円

区 分 期 末 手 当

本 年 度 77,607

前 年 度

比 較 77,607

単位：千円

△ 41,227

2,664,717

前 年 度 2,291,501 414,443 2,705,944

備　　考
（人） 給　料 職員手当 計

本 年 度 2,223,595 441,122

26,679

1,323,814

1,305,717

899,781

985,784

通 勤 手 当

17,381

21,024

15,584

２　一 般 職

単位：千円

区　　分
職 員 数 給　　　与　　　費

共 済 費 合　　計

15,515

△ 3,643 69

比 較 △ 67,90618,097 △ 86,003

住 居 手 当

給与改定の状況
　前年度

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明 備　　　考

単位：千円

単位：千円

給　　　与　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考

報　酬 給　料 職員手当 計

管理職手当
休 日 勤 務
手 当

29,201

33,858

△ 4,657 480

15,227

14,747

2,190
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　　給料改定率    0.1％

区　　分 増 減 額

前 年 度

比 較

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
職 員 数

（人）

91,014
465,283
(62,738)

77,607

17,398

91,014

5,672

77,607

△ 1,491

給与改定に
伴う増減分

イ　給料及び職員手当の増減額の明細

本 年 度 283

283

行政職　　　　5人
公安職　　　　1人

483

会計間異動の差等

18,097

465,283
(62,738)

技能労務職　　2人
計　　　　　　8人

職
員
手
当
の
内
訳

制度改正に
伴う増減分

そ の 他 の
増 減 分

昇給に伴う
増 加 分

給 料

6,155

△ 92,158
そ の 他 の
増 減 分

　　平成31年4月1日適用

退職予定者

職 員 手 当 △ 86,003
勤勉手当
期末手当

退職手当の減等



(3) 給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

　イ　初任給

（円）

（円）

（円）

（円）

中 学 卒 （円）

高 校 卒 （円）

短 大 卒 （円）

大 学 卒 （円）

　ウ　級別職員数

（人） （人） （人）

１ 級 43 １ 級 14 22.6 １ 級

２ 級 47 ２ 級 7 11.3 ２ 級

104
（5）

４ 級 45 ４ 級 21 33.9 ４ 級 20 45.5

５ 級 7 ５ 級 1 1.6 ５ 級 1 2.3

６ 級 17 ６ 級 1 1.6 ６ 級

263
（5）

１ 級 41 １ 級 10 16.4 １ 級

２ 級 44 ２ 級 7 11.5 ２ 級

110
（11）

４ 級 37 ４ 級 22 36.1 ４ 級 20 40.8

５ 級 13 ５ 級 1 1.6 ５ 級 1 2.0

６ 級 16 ６ 級 1 1.6 ６ 級

261
（11）

 ※（　）内は短時間勤務職員数を外書きしたものです

324,587 386,638 313,140

平 均 年 齢 39歳 10月 39歳 11月 52歳  3月

区　　　　　分 一般行政職 公　安　職 技能労務職

令和２年１月１日現在

平均給料月額 291,634 311,350 294,514

平均給与月額

40歳  5月 41歳  9月 52歳  3月

区　　　分 一般行政職 公　安　職 技　能　職 労　務　職

平成３１年１月１日現在

平均給料月額 293,479 319,826 294,304

平均給与月額 323,569 415,715 313,762

平 均 年 齢

中　学　卒 139,900 132,300

高　校　卒 150,600 169,900 147,900

短　大　卒 163,100

大　学　卒 182,200

182,200

国
の
制
度

139,900 132,300

150,600 169,900 147,900

163,100

級
職員数 構成比

（％） （％） （％）

区　分

一般行政職 公　安　職 技能労務職

級
職員数 構成比

級
職員数 構成比

18 29.0 ３ 級 23 52.2
(100.0)

16.3

17.9

 令和２年 ３ 級 39.5 ３ 級

計 62 100.0 計 44 100.0

17.1

 １月１日現在 2.7

6.5

計 100.0
(100.0)

20 32.8 ３ 級 28 57.2
(100.0)

15.7

16.9

 平成３１年 ３ 級 42.1 ３ 級
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計 61 100.0 計 49 100.0

14.2

 １月１日現在 5.0

6.1

計 100.0
(100.0)



（級別の基準となる職務）

主 事 主 任 係 長 課 長 補 佐 参 事 課 長

技 師 保 育 士 等 主 幹 次 長 会 計 管 理 者

保 育 士 等 保 育 園 長 上 席 副 参 事 委 員 会 等 の

主 事 補 主 査 副 参 事 事 務 局 の 長

技 師 補 参 事

消 防 士 消 防 士 長 消 防 司 令 補 課 長 次 長 消 防 長

消 防 副 士 長 消 防 士 長 副 主 幹 主 幹 消 防 司 令 長

副 署 長 署 長

出 張 所 長

消 防 司 令

係 長

副 出 張 所 長

主 査

消 防 司 令 補

運 転 手 運 転 手 主 任 運 転 手 主 任 運 転 手 運 転 手 長 等

工 務 員 工 務 員 主 任 工 務 員 主 任 工 務 員 統括工務員等

調 理 員 調 理 員 主 任 調 理 員 主 任 調 理 員

管 理 員 管 理 員 主 任 管 理 員 主 任 管 理 員

運 転 手

工 務 員

調 理 員

管 理 員

　エ　昇給

386 278 63 45

333 248 56 29

19 15 3 1

236 175 40 21

78 58 13 7

86.3 89.2 88.9 64.4

376 270 62 44

324 241 55 28

19 14 5

230 171 38 21

75 56 12 7

86.2 89.3 88.7 63.6

６　級

一般行政職

公　安　職

技能労務職

区　　　　　分 合　　計
代　表　的　な　職　種

一般行政職 公　安　職 技能労務職

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

号給数別内訳

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

６号給（人）

８号給（人）

８号給（人）

比　　 率　  　　Ｂ／Ａ（％）
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比　　 率　  　　Ｂ／Ａ（％）

前
　
　
年
　
　
度

職　　 員　　 数　　 Ａ（人）

昇給に係る職員数　　 Ｂ（人）

号給数別内訳

１号給（人）

２号給（人）

３号給（人）

４号給（人）

６号給（人）

本
　
　
年
　
　
度

職　　 員　　 数　　 Ａ（人）

昇給に係る職員数　　 Ｂ（人）



（月分）

2.250 2.250 4.50

（1.175） （1.175） （2.35）

2.225 2.225 4.45

（1.175） （1.175） （2.35）

2.250 2.250 4.50

（1.175） （1.175） （2.35）

 ※（　）内は再任用職員の支給期別支給率を外書きしたものです

（月分） （月分） （月分） （月分）

国 の 制 度

（支給率等）

備　　　考
６月 １２月 級 等 に よ る 加 算 措 置

　オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率（月分） 支給率計 職制上の段階、職務の

本 年 度 有

前 年 度 有

国の制度 有

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（3％～45％加算）

　キ　特殊勤務手当

区　　　　　　分 全　　職　　種
職　　　　　　種

一般行政職 技能労務職

給料総額に対する比率（％） 0.1 0.0 0.1

支給対象職員の比率　（％）
1.9 1.1 6.8

（令和２年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 徴収手当　社会福祉調査手当　廃棄物処理手当

　ク　その他の手当

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

通　勤　手　当 同　　じ
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扶　養　手　当 同　　じ

住　居　手　当 同　　じ



国県支出金 地 方 債 そ の 他　
　

8 4 395,000 355,500

150,000 135,000

545,000 490,500

　
　

9 1 143,000

116,000

259,000

-189-

計 259,000

消

防

費

消

防

費

令和２年度 116,000
防 災 公 園
整 備 事 業

令和元年度 143,000

土

木

費

都

市

計

画

費

令和２年度 300,000
旧 小 千 谷
総 合 病 院
解 体 事 業

令和元年度 790,000

計 1,090,000

年　　度 年 割 額

全 体 計 画

左 の 財 源 内

特 定 財 源

継続費についての前前年度末までの支

の見込み及び当該年度以降の支出予定

款 項 事 業 名



訳

259,000 100.0
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44.8

143,000 116,000

116,000

55.2143,000

116,000

100.0

143,000

790,000 300,000 1,090,000

300,000 300,000 27.5

72.5

15,000

790,000 790,00039,500

54,500

翌年度以降

支出予定額

継 続 費
の 総 額
に 対 す
る 進 捗
率 ( ％ )

当 該 年 度

支出予定額

当該年度末
ま で の
支出予定額

前前年度末
ま で の
支 出 額

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

一 般 財 源

出額、前年度末までの支出額又は支出額

額並びに事業の進行状況等に関する調書
単位：千円



債務負担行為で翌年度以降にわたる 

又は支出額の見込み及び当該年度 
 

事       項 限  度  額 

前年度末までの支出（見込）額 

期   間 金 額 

社会福祉法人小千谷北魚沼福祉会が、

旧社会福祉医療事業団から融資を受け

る特別養護老人ホーム「あおりの里」

建設資金の元利償還金に対する負担 

318,449 
平成１３年度から 

令和元年度まで 
255,982 

農業経営基盤強化資金利子補給 

（平成 ８年度分） 
14,846 

平成８年度から 

令和元年度まで 
9,658 

人 材 管 理 シ ス テ ム 借 上 7,200 
平成２７年度から 

令和元年度まで 
6,060 

事 務 業 務 用 機 械 器 具 借 上 

（平成２８年度分） 
177,598 

平成２８年度から 

令和元年度まで  
59,679 

厚生連小千谷総合病院運営費補助 1,000,000 
平成２９年度から 

令和元年度まで 
510,000 

千 田 小 学 校 仮 設 校 舎 借 上 7,313 
平成２９年度から 

令和元年度まで 
3,447 

中小企業豪雨災害特別利子補給 4,900 
平成２９年度から 

令和元年度まで 
 

学 校 給 食 セ ン タ ー 

調 理 ・ 運 搬 等 業 務 委 託 
117,720 

平成２９年度から 

令和元年度まで 
78,120 

事 務 業 務 用 機 械 器 具 借 上 

（平成３０年度分） 
109,205 

平成３０年度から 

令和元年度まで 
25,603 

事 務 業 務 用 機 械 器 具 借 上 

（平成３０年度分） 
6,120 

平成３０年度から 

令和元年度まで 
3,162 

事務業務用機械器具保守点検委託 

（平成３０年度分） 
29,592 

平成３０年度から 

令和元年度まで 
7,377 

障 が い 者 基 幹 相 談 

支 援 セ ン タ ー 業 務 委 託 
37,500 

平成３０年度から 

令和元年度まで 
25,000 
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ものについての前年度末までの支出額 

以降の支出予定額等に関する調書 
単位：千円 

当該年度以降の支出予定額 左  の  財  源  内  訳 備  考 

期   間 金 額 
特   定   財   源 

一 般 財 源 
当 該 年 度 

支出予定額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

令 和 ２ 年 度 11,656    11,656 11,656 

令 和 ２ 年 度 27 19   8 27 

令 和 ２ 年 度 1,078    1,078 1,078 

令和２年度から 

令和８年度まで 
117,919    117,919 17,354 

令和２年度から 

令和８年度まで 
490,000    490,000 70,000 

令和２年度から 

令和３年度まで 
3,866    3,866 1,149 

令 和 ２ 年 度       

令 和 ２ 年 度 39,600    39,600 39,600 

令和２年度から 

令和５年度まで 
83,602    83,602 17,958 

令 和 ２ 年 度 1,632    1,632 1,632 

令和２年度から 

令和５年度まで 
22,215    22,215 4,502 

令 和 ２ 年 度 12,500 9,375   3,125 12,500 
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        債務負担行為で翌年度以降にわたる 

又は支出額の見込み及び当該年度 
 

事       項 限  度  額 

前年度末までの支出（見込）額 

期   間 金 額 

健 康 寿 命 延 伸 ・ 転 倒 

骨 折 予 防 医 学 講 座 負 担 金 
60,000 

平成３０年度から 

令和元年度まで 
30,000 

道 路 改 良 事 業 70,000 令 和 元 年 度  

地 籍 測 量 業 務 委 託 

（第３１－１計画区） 
34,430 令 和 元 年 度 3,933 

コ ン ビ ニ 交 付 シ ス テ ム 使 用 料 26,205 令 和 元 年 度 437 

教 職 員 用 機 械 器 具 借 上 

（令和元年度分） 
117,721 令 和 元 年 度 13,703 

高温被害等緊急対策資金利子補給 2,204 令 和 元 年 度 109 

人 事 給 与 シ ス テ ム 借 上 13,274   

事 務 業 務 用 機 械 器 具 借 上 

（令和２年度分） 
34,331   

事 務 業 務 用 機 械 器 具 借 上 

（令和２年度分） 
811   

教 職 員 用 機 械 器 具 借 上 

（令和２年度分） 
85,856   
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ものについての前年度末までの支出額 

以降の支出予定額等に関する調書 
単位：千円 

当該年度以降の支出予定額 左  の  財  源  内  訳 備  考 

期   間 金 額 
特   定   財   源 

一 般 財 源 
当 該 年 度 

支出予定額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

令和２年度から 

令和３年度まで 
30,000   30,000  20,000 

令 和 ２ 年 度 70,000  63,000  7,000 70,000 

令和２年度から 

令和３年度まで 
30,497 22,872   7,625 23,397 

令和２年度から 

令和６年度まで 
25,768    25,768 5,241 

令和２年度から 

令和６年度まで 
104,018    104,018 23,551 

令和２年度から 

令和８年度まで 
2,095 978   1,117 629 

令和２年度から 

令和６年度まで 
13,274    13,274 2,922 

令和２年度から 

令和７年度まで 
34,331    34,331 3,902 

令和２年度から 

令和５年度まで 
811    811 203 

令和２年度から 

令和７年度まで 
85,856    85,856 10,017 
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単位：千円

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

元 金 償 還

起 債 見 込 額 見 込 額

8,620,549 9,264,914 1,023,600 1,013,466 9,275,048

(1) 1,194,912 1,183,799 2,000 131,672 1,054,127

(2) 24,261 7,519 2,600 6,668 3,451

(3) 159,017 324,755 100,800 27,158 398,397

(4)

(5) 251,050 314,246 73,600 32,385 355,461

(6)

(7) 3,346,394 3,818,719 649,600 393,261 4,075,058

(8) 685,076 720,794 163,300 163,622 720,472

(9) 2,959,839 2,895,082 31,700 258,700 2,668,082

185,710 259,010 29,800 51,267 237,543

(1) 83,347 156,047 11,900 29,108 138,839

(2) 99,979 101,257 17,900 21,479 97,678

(3) 2,384 1,706 680 1,026

7,655,790 7,549,435 461,500 665,858 7,345,077

(1) 95,366 76,692 18,770 57,922

(2)

(3) 7,560,424 7,469,243 458,000 647,088 7,280,155

(4) 3,500 3,500 7,000

16,462,049 17,073,359 1,514,900 1,730,591 16,857,668

(1) 財 源 対 策 債 502,980 698,224 172,200 54,013 816,411

(2) 臨 時 財 政 特 例 債

(3) 調 整 債

(4) 減 税 補 て ん 債 95,366 76,692 18,770 57,922

(5) 臨 時 税 収 補 て ん 債

(6) 臨 時 財 政 対 策 債 7,560,424 7,469,243 458,000 647,088 7,280,155

8,158,770 8,244,159 630,200 719,871 8,154,488
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地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　　分

前 前 年 度 末 前 年 度 末
当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額 現 在 高 見 込 額

１.普　  　通  　　債

総 務

民 生

衛 生

労 働

農 林 水 産 業

商 工

土 木

消 防

教 育

２.災　 害 　復 　旧

農 林 水 産 施 設

公 共 土 木 施 設

そ の 他

３.そ　  　の  　　他

減 税 補 て ん 債

臨 時 税 収 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

災 害 援 護 資 金 貸 付 金

合　　　　　　　計

上
記
の
う
ち
特
例
地
方
債

計


